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第 58 期

定時株主総会

招 集 ご 通 知
開催情報

開催日時：平成29年11月22日(水曜日）午後2時

開催場所：山形県山形市蔵王上野578番地の２

当社　本社会議室

（末尾に地図を掲載いたしております）

書面による議決権行使について

当日ご出席いただけない場合は、お手数ながら本招集ご通

知の株主総会参考書類をご検討のうえ、書面にて平成29年

11月21日(火曜日）午後５時10分までにご行使くださいま

すよう何卒よろしくお願い申し上げます。（当日ご出席の

場合は、書面による議決権行使のお手続きは不要です。）

表紙
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証券コード　6159
平成29年11月６日

株 主 各 位
山形県山形市蔵王上野578番地の２

　　　代表取締役社長 　 榊 原 憲 二

第58期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご支援を賜り誠にありがとうございます。
　さて、当社第58期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ
いますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますので、お手数
ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否を
ご表示いただき、平成29年11月21日（火曜日）午後５時10分までに到着するようご返送ください
ますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成29年11月22日（水曜日）午後２時
２．場 所 山形県山形市蔵王上野578番地の２　当社　本社会議室
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第58期（平成28年９月１日から平成29年８月31日まで）
事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類

    監査結果報告の件
２．第58期（平成28年９月１日から平成29年８月31日まで）

計算書類報告の件
決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役８名選任の件
第３号議案 取締役に対する株式報酬等の額及び内容決定の件

以　上

（注）１.当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださ
いますようお願い申し上げます。

２.連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の連結注記表、株主資本等変動計算書及び
計算書類の個別注記表につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、イ
ンターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.micron-grinder.co.jp/）
に掲載しておりますので、本招集通知の添付書類には記載しておりません。

３.株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、上
記当社ウェブサイトに掲載いたします。

－ 1 －

株主各位
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

（平成28年９月１日から
平成29年８月31日まで）

１．企業集団の現況

（１）当連結会計年度の事業の状況

  ①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善や雇用環境の改善により、緩や

かな回復基調が持続いたしました。海外経済は、堅調な米国に加え、中国をはじめとした

アジア諸国においても持ち直しの動きがみられたものの、北朝鮮動向などの懸念材料が浮

上し、不安定な状況下で推移いたしました。

　当工作機械業界におきましては、国内外ともに好況な受注状況が継続いたしました。

　このような経営環境の中におきまして、当社グループ（当社及び連結子会社）は、積極

的な販売展開の強化を図るとともに、市場及びお客様の期待に合致した製品づくりの追求

を行いながら、全社的なコスト削減の実施に取組んでまいりました。

　この結果、当連結会計年度の売上高につきましては5,724百万円（前期比14.6％減）とな

りました。利益につきましては、営業利益で785百万円（前期比33.8％減）、経常利益で

1,032百万円（前期比4.9％減）、親会社株主に帰属する当期純利益では785百万円（前期比

6.3％増）となりました。なお、当社グループの事業は、研削盤の単一セグメントでありま

す。

－ 2 －

事業の状況
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②　設備投資の状況

　当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は160百万円で

あります。

イ．当連結会計年度中に完成した主要設備

該当事項はありません。

ロ．当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充

該当事項はありません。

ハ．当連結会計年度において計画中の主要設備の新設、拡充

該当事項はありません。

ニ．当連結会計年度中に実施した重要な固定資産の売却、撤去、滅失

該当事項はありません。

③　資金調達の状況

　 当連結会計年度の資金調達は、経常的な資金調達のみで、特に記載すべき事項はありま

せん。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

 　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

 　該当事項はありません。

⑥　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　 該当事項はありません。

⑦　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

　 該当事項はありません。

－ 3 －

事業の状況
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（２）直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第 55 期

(平成26年８月期)
第 56 期

(平成27年８月期)
第 57 期

(平成28年８月期)

第 58 期
(当連結会計年度)
(平成29年８月期)

売 上 高 (千円) 4,427,920 6,891,070 6,706,426 5,724,844

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

(千円) 690,677 1,388,799 739,258 785,892

１株当たり当期純利益 (円) 320.51 651.73 350.13 126.53

総 資 産 (千円) 10,365,584 11,324,486 11,376,237 11,457,419

純 資 産 (千円) 7,840,019 9,210,032 9,445,897 10,177,425

１株当たり純資産額 (円) 3,634.69 4,339.17 4,503.80 1,645.75

（注）当社は、平成29年９月１日を効力発生日として、普通株式１株につき３株の株式分割を行っています。

なお、当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。

（３）重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

Micron-U.S.A., Inc.  100千米ドル 100.00％
当社製心なし研削盤、内面研削盤の
輸入及び販売

Micron Machinery (Thailand) 
Co., Ltd.

 4,000千ﾊﾞｰﾂ 49.00％
当社製心なし研削盤、内面研削盤の
輸入及び販売

（４）対処すべき課題

　当社は、創業以来、工作機械の製造販売に傾注してまいりましたが、多様化する時代のニ

ーズにフレキシブルに対応し、より強固な経営基盤を築くために、工作機械の製造行程で培

った技術の研鑽をコアテクノロジーにして、他分野における製品の開発にも努力してまいり

たいと考えております。また直近の課題として、ビジネス環境の変化が急速に進む中、IoTに

対応した研削盤へのニーズの高まりがあげられます。これに対応すべく、研削盤に求められ

るセンシング機能、モニタリング機能などの実装に向け、情報収集と評価を進めてまいりま

す。

－ 4 －

直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な子会社の状況、対処すべき課題
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（５）主要な事業内容（平成29年８月31日現在）

　当社グループは、心なし研削盤（センタレスグラインダ）及び内面研削盤（インターナル

グラインダ）と、その周辺装置の製造・販売を主たる業務としております。

（６）主要な営業所及び工場（平成29年８月31日現在）

名 称 所 在 地

当 社

本社：山形県山形市蔵王上野578番地の２

Ｒ＆Ｄセンター：山形県上山市みはらしの丘19番地

みはらし工場：山形県上山市みはらしの丘20番地１

東京営業所：東京都中央区日本橋蛎殻町一丁目18番５号

中部サテライト(名古屋営業所)：
愛知県長久手市長配三丁目611番地

Micron-U.S.A., Inc. 5150 Falcon View Avenue S.E., Kentwood, MI 49512 U.S.A.
Micron Machinery (Thailand)
Co., Ltd.

No.641/1, Srinagarindra Rd., Suan Luang Sub-dist., Suan Luang 
Dist., Bangkok 10250 Thailand

（７）使用人の状況（平成29年８月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

235名 (-)１名

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

221名 (-)１名 40.8歳 16.1年

（８）主要な借入先の状況（平成29年８月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 山 形 銀 行 40,000千円

株 式 会 社 き ら や か 銀 行 20,000千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 10,000千円

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 10,000千円

株 式 会 社 荘 内 銀 行 20,000千円

－ 5 －

主要な事業内容、主要な営業所及び工場、使用人の状況、主要な借入先の状況



2017/10/24 10:17:32 / 17325839_ミクロン精密株式会社_招集通知

（９）その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。

２．会社の現況

（１）株式の状況（平成29年８月31日現在）

①　発行可能株式総数 9,000,000株

②　発行済株式の総数 2,568,700株

③　株主数 818名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

ミクロン精密社員持株会 279,870株 13.60％

榊原 憲二 99,890株 4.85％

株式会社山形銀行 95,000株 4.62％

株式会社きらやか銀行 90,000株 4.37％

小松 貞生 85,500株 4.15％

ミクロン精密取引先持株会 79,400株 3.86％

日本生命保険相互会社 76,000株 3.69％

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 71,003株 3.45％

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 56,300株 2.74％

白田 啓 43,000株 2.09％

（注）当社は、自己株式510,342株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。

また、持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑤　その他株式に関する重要な事項

　平成29年９月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行ったことにより、

発行可能株式総数は18,000,000株増加し27,000,000株、発行済株式の総数は5,137,400株

増加して7,706,100株となっております。

（２）新株予約権等の状況

該当事項はありません。

－ 6 －

その他企業集団の現況に関する重要な事項、株式の状況、新株予約権等の状況
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（３）会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成29年８月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 榊 原 憲 二
Micron-U.S.A., Inc. Chief Executive Officer
Micron Machinery (Thailand) Co., Ltd.
President

取 締 役 榊 原 　 誠  調達本部長

取 締 役 寒 河 江 　 茂 兵 衛 技術本部長

取 締 役 吉 野 　 靖 生産本部長

取 締 役 善 本 淳 一
営業本部長
Micron-U.S.A., Inc. Director
Micron Machinery (Thailand) Co., Ltd. Director

取 締 役 遠 藤 正 明 管理本部長

取 締 役 大 宮 正 則 技術部長

取 締 役 渋 谷 雄 司

常 勤 監 査 役 工 藤 吉 嗣

監 査 役 （ 非 常 勤 ） 今 田 隆 美  株式会社共和電業　社外取締役監査等委員

監 査 役 （ 非 常 勤 ） 鈴 木 辰 雄  株式会社マルタニ　代表取締役

（注）１.監査役（非常勤）渋谷雄司氏は、平成28年11月25日開催の第57期定時株主総会終結の時をもって任期

満了により退任し、同日取締役に就任いたしました。

２.取締役の渋谷雄司氏は、社外取締役であります。

３.監査役のうち今田隆美及び鈴木辰雄の両氏は、社外監査役であります。

　　　４.社外取締役の渋谷雄司氏及び社外監査役（非常勤）の今田隆美氏及び鈴木辰雄氏を、東京証券取引所

に独立役員として届け出ております。

②　取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
( う ち 社 外 取 締 役 )

８名
(１名)

63,105千円
(675千円)

監 査 役
( う ち 社 外 監 査 役 )

４名
（３名）

8,150千円
（1,800千円）

合 計 12名 71,255千円

（注）１.取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２.取締役の報酬限度額は、平成24年２月24日開催の第52期定時株主総会決議において年額200,000千円以

内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

－ 7 －

会社役員の状況
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３.監査役の報酬限度額は、平成24年２月24日開催の第52期定時株主総会決議において年額50,000千円以

内と決議いただいております。

４.上記には、平成28年11月25日開催の第57期定時株主総会終結の時をもって任期満了により退任した監

査役１名を含んでおります。

③  社外役員に関する事項

イ．他の法人等の業務執行者との重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係並

びに他の法人等の社外役員等との重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　社外監査役今田隆美氏は、平成28年３月より株式会社共和電業の社外取締役監査等委

員を兼務しておりますが、同社と当社の取引関係はありません。

　社外監査役鈴木辰雄氏は、平成24年７月より株式会社マルタニの代表取締役を兼務し

ておりますが、同社と当社の取引関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

　社外取締役渋谷雄司氏は、当事業年度開催の取締役会25回のうち25回に、また監査役

会７回のうち７回に出席し、他社の取締役経験を活かした忌憚のない意見により、社外

取締役として独立した立場から適宜発言を行っております。

　社外監査役今田隆美氏は、当事業年度開催の取締役会25回のうち25回に、また監査役

会17回のうち17回に出席し、他社の取締役・監査役の経験を活かした忌憚のない意見に

より、取締役の職務の適法性、妥当性を確保すべく、発言を行っております。

　社外監査役鈴木辰雄氏は、就任後開催の取締役会20回のうち20回に、また監査役会10

回のうち10回に出席し、他社の取締役の経験を活かした忌憚のない意見により、取締役

の職務の適法性、妥当性を確保すべく、発言を行っております。

ハ．責任限定契約の内容の概要

　当社は、社外取締役、社外監査役との間に、当社に対する損害賠償責任に関する契約

を締結することができる旨を定款で定めており、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、

法令が定める金額としておりますが、現在、社外取締役及び各社外監査役との間に当該

契約の締結はしておりません。

－ 8 －

会社役員の状況
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（４）会計監査人の状況

①　名称　　　　　　新日本有限責任監査法人

②　報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 25,800千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

25,800千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の

監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の

報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠など

が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の

判断をいたしました。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した

場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いた

します。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合

は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選

定した監査役は、解任後 初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及

びその理由を報告いたします。

④　会計監査人が過去２年間に受けた業務停止処分

　当社の会計監査人新日本有限責任監査法人は、平成27年12月22日、金融庁から契約の新

規の締結に関する業務の停止３か月（平成28年１月１日から同年３月31日まで）の処分を

受けました。同監査法人は、平成28年１月29日に金融庁に業務改善計画を提出し、監査品

質の向上と課題の抜本的解決のため、透明性を確保したガバナンス機能の強化、組織体制

の変更、組織風土の改革、人事制度の見直し及び監査現場の改革等の施策を実施しており

ます。

－ 9 －

会計監査人の状況
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（５）業務の適正を確保するための体制

　当社は、社是及び経営理念に適った企業活動を通じ、企業価値の継続的な向上を図るととも

に、顧客・取引先・株主・社員・社会という総てのステークホルダーから信頼され、安定的か

つ持続的なグループ企業基盤を構築するため、業務の適正を確保するための体制に関する基本

方針（以下、「内部統制システムの基本方針」という）を整備しております。

　当社は、社会の変化に対応して内部統制システムの基本方針を常時見直すことで、より適正

かつ効率的な体制を目指しております。

取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①　コーポレート・ガバナンス
　当社は、コーポレート・ガバナンスの強化策として、経営会議規程に基づいて設置した経
営会議を毎月開催し、取締役会付議事項の事前審議を行っているほか、取締役会規程に基づ
き開催する取締役会においては、経営の透明性・客観性を高めるとともに、迅速な意思決定
を行う体制を確保しております。
　当社は従来から監査役会設置会社であり、監査役は経営に関する重要な会議に出席をして
意見を述べることで、独立した視点から取締役の職務執行の適法性・妥当性を十分監査でき
る体制を確保しております。

②　コンプライアンス
　当社グループ全体で共有する「MICRON行動規範(MICRON Code of Conduct)」を制定し、全
グループレベルでの認識の統一と水準の向上に努めております。

③　内部監査
　当社グループは、社長直轄の内部監査部門を置き、年間内部監査基本計画書に沿った内部
監査を実施し、内部統制システムの整備・運用状況の改善に資するなどの監査活動を実施し
ております。

④　取締役・使用人の宣誓
　当社グループの取締役及び使用人は、「MICRON行動規範(MICRON Code of Conduct)」を遵
守する旨の宣誓書にサインを行い提出しております。

－ 10 －

業務の適正を確保するための体制



2017/10/24 10:17:32 / 17325839_ミクロン精密株式会社_招集通知

取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　文書管理規程により、取締役及び社員の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
を確保しておりますが、更に、取締役及び監査役は、常時これらの文書等を閲覧できるなどの、
規程の改正・強化に努めております。

損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　リスク管理規程
　当社は、当社グループのリスク管理を統括する部門を置き、グループ全体のリスク管理規
程・リスク対応マニュアルを制定し、リスク管理体制の構築及び運用を行っております。

②　予防対策
　当社グループの各部門長は、自部門の目標の達成に影響を与えると思われる重点実施項目
（内外の発生し得るリスクを、発生頻度・被害の規模により抽出）を年度予防対策計画とし
て定め、予防対策を推進します。

③　有事の体制
　当社グループに不測の事態が発生した場合、レベルに応じた対応責任者を明確にし、迅速
かつ的確な報告・対策が行われる体制を整備します。

取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　経営方針及び経営戦略

　経営戦略の見直しや審議を行う定例の経営会議と取締役会を毎月開催するほか、機動性の

ある随時開催、当社子会社の取締役の随時参加により、重要事項に関する迅速な意思決定を

行い、効率的な職務の執行を行っております。

②　権限及び職責、手続き

　業務分掌規程、職務権限規程、職務決裁基準規程その他の社内規程により、基本的な手続

きや権限を明確化し、職務執行が効率的に図られるようにしております。

③　組織構造及び慣行

　組織的・人的構成については、機動的に見直し、効率化に努めております。

④　モニタリング

　収益性を見直すミーティングを随時開催し、過去の実績との比較、予算との比較等を行う

ほか、案件などの進捗を管理することにより、定期的な収益性の確認をすることで、効率を

高めております。

－ 11 －

業務の適正を確保するための体制
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企業集団における業務の適正を確保するための体制

①　当社グループは、相互に独立性を尊重しながらも緊密な連携を保ち、企業集団の内部統制
を充実させ、業績向上と発展を図るため各社の経営実態の把握、経営体制の指針など、必要
な体制の整備に努めております。

②　当社グループ全体で共有する「MICRON行動規範(MICRON Code of Conduct)」を制定し、全
グループレベルでの認識の統一と水準の向上に努めております。

③　当社グループは、当社の内部監査部門が作成した年間内部監査基本計画書に沿った内部監
査を受けるものとし、「MICRON行動規範(MICRON Code of Conduct)」に関する認識の統一と

水準の向上に努めております。
④　当社管理部門は、関係会社管理規程により、当社子会社に対し、経営管理に必要な資料の
提出を求め、これを整備保管するとともに、当社子会社の経営状況と財務状況を把握し、取
締役会に報告しております。

監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における、当該使用人に関する

事項並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

　現在、監査役の職務を補助する使用人はおりませんが、監査役が必要とした場合、監査役の
職務を補助する監査役スタッフを置くこととし、当該社員は監査役の指揮命令に服し、人事（異
動、評価、懲戒処分等）を行う場合は、人事担当取締役は事前に監査役会に報告し、意見交換
を行い、監査役会の了承を得ることとします。

取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

①　監査役は、取締役会に出席し、取締役より重要事項の説明を受け、関係書類の配付並びに
詳細な説明を受けているほか、経営に関する重要な会議に出席しております。

②　取締役及び使用人は、監査役に対し、稟議書、議事録、契約書等の関係書類を持参したう
えで、当社の業務又は業績に影響を与える重要な事項について報告を行っております。

③　取締役及び使用人は、監査役に対し、職務の執行に関する法令違反、定款違反及び不正行
為の事実、又は当社に損害を及ぼす事実を知った場合、遅滞なく報告を行うことにしており
ます。

④　内部監査部門は、監査役に対し、内部監査状況について報告を行っております。
⑤　当社子会社の取締役、監査役及び使用人等から、当社グループに損害を及ぼす事項、不正
行為や法令、定款違反に当たる事項についての報告を受けた者は、監査役に速やかに報告す
ることとします。

⑥　当社グループは、上記報告を行った者に対して、当該報告をしたことを理由とする不利益
な取り扱いは一切行わないこととします。

⑦　監査役がその職務の執行について、必要な費用の前払い等の請求をしたときは、速やかに
当該費用又は債務を処理することとします。

－ 12 －

業務の適正を確保するための体制
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その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　監査役会は、内部監査部門、会計監査人と定期的な報告会を開催し、相互に連携を図って

おります。

②　監査役は、代表取締役と定期的に情報・意見交換を行っております。

（６）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当事業年度における取組につきましては、「業務の適正を確保するための体制」に則った運

用を実施しております。その主な取組は以下のとおりであります。

①　取締役の職務の執行について

　取締役は、毎月開催する経営会議と取締役会を通じ、年度予算の決定をはじめ、重要な意思

決定を行っております。また、適宜開催するミーティングで経営上の懸案事項の洗い出しや問

題提起を行い、案件に対する速やかな意思決定と対応を行っております。更に、経営理念に基

づく行動指針を毎年策定し、全社員に周知しております。

②　リスク管理体制について

　取締役は、毎月開催する経営会議と取締役会を通じ、当社を取り巻く環境の変化や取引先の

状況等の情報を共有し、機動的な経営を行う体制を築いております。また、品質方針の徹底を

図るべく、毎月全社員で唱和するほか、定期的な巡回指導により啓蒙を図っております。

③　監査役の監査体制について

　監査役会は、常勤監査役１名、社外監査役２名で構成されており、内部監査室、会計監査人

等と情報共有を図り、取締役の職務の執行の監査、内部統制システムの整備と運用状況を確認

するほか、各監査役は取締役会等に出席し、適宜意見を述べております。

（７）剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留

保を確保しつつ、業績、配当性向等を総合的に勘案のうえ、安定した配当を継続して実施して

いくことを基本方針としております。

－ 13 －

業務の適正を確保するための体制
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成29年８月31日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

電 子 記 録 債 権

有 価 証 券

半 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

退 職 給 付 に 係 る 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

4,854,763

1,039,763

1,455,288

495,681

363,407

272,209

889,878

197,339

54,334

88,230

△1,369

6,602,655

3,502,387

2,114,903

452,397

734,528

95,369

105,188

10,358

3,089,909

3,009,590

197

80,401

△280

流 動 負 債 1,155,347

買 掛 金 149,662

短 期 借 入 金 106,660

未 払 法 人 税 等 236,990

賞 与 引 当 金 94,610

役 員 賞 与 引 当 金 500

製 品 保 証 引 当 金 14,000

未 払 金 164,060

前 受 金 187,986

そ の 他 200,876

固 定 負 債 124,646

繰 延 税 金 負 債 104,076

長 期 未 払 金 20,570

負 債 合 計 1,279,994

純 資 産 の 部

株 主 資 本 9,718,309

資 本 金 651,370

資 本 剰 余 金 586,750

利 益 剰 余 金 9,677,236

自 己 株 式 △1,197,047

その他の包括利益累計額 444,307

その他有価証券評価差額金 492,849

為 替 換 算 調 整 勘 定 △48,542

非 支 配 株 主 持 分 14,808

純 資 産 合 計 10,177,425

資 産 合 計 11,457,419 負 債 ・ 純 資 産 合 計 11,457,419

－ 14 －
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連 結 損 益 計 算 書

（平成28年９月１日から
平成29年８月31日まで）

（単位：千円）

売 上 高 5,724,844

売 上 原 価 3,809,649

売 上 総 利 益 1,915,195

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,129,922

営 業 利 益 785,273

営 業 外 収 益

受 取 利 息 38,932

受 取 配 当 金 27,797

補 助 金 収 入 26,846

投 資 有 価 証 券 償 還 益 9,303

投 資 有 価 証 券 評 価 益 25,872

為 替 差 益 94,399

受 取 家 賃 10,241

そ の 他 15,797 249,192

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,114

そ の 他 487 1,602

経 常 利 益 1,032,863

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1,716

投 資 有 価 証 券 売 却 益 104,880 106,596

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 506 506

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,138,953

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 360,417

法 人 税 等 調 整 額 △3,042 357,374

当 期 純 利 益 781,578

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 ( △ ) △4,313

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 785,892

－ 15 －
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貸　借　対　照　表
（平成29年８月31日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

有 価 証 券

半 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

保 険 積 立 金

前 払 年 金 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

4,130,470

516,346

99,512

495,681

1,336,967

226,173

272,209

880,376

184,650

51,346

67,977

△770

6,968,243

3,355,436

1,904,432

90,881

420,215

22,646

100,235

721,655

95,369

10,357

7,976

2,380

3,602,449

3,008,590

513,970

30

4,795

68,060

197

7,085

△280

流 動 負 債 1,062,330

買 掛 金 146,457

短 期 借 入 金 100,000

未 払 金 164,532

未 払 法 人 税 等 236,990

未 払 消 費 税 等 147,475

未 払 費 用 13,283

前 受 金 109,001

賞 与 引 当 金 91,312

役 員 賞 与 引 当 金 500

製 品 保 証 引 当 金 14,000

そ の 他 38,775

固 定 負 債 123,942

長 期 未 払 金 20,570

繰 延 税 金 負 債 103,372

負 債 合 計 1,186,272

純 資 産 の 部

株 主 資 本 9,418,478

資 本 金 651,370

資 本 剰 余 金 586,750

資 本 準 備 金 586,750

利 益 剰 余 金 9,377,405

利 益 準 備 金 122,967

そ の 他 利 益 剰 余 金 9,254,437

特 別 償 却 準 備 金 3,695

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 1,464

技 術 開 発 積 立 金 1,800,000

別 途 積 立 金 1,800,000

繰 越 利 益 剰 余 金 5,649,277

自 己 株 式 △1,197,047

評 価 ・ 換 算 差 額 等 493,963

その他有価証券評価差額金 493,963

純 資 産 合 計 9,912,441

資 産 合 計 11,098,714 負 債 ・ 純 資 産 合 計 11,098,714

－ 16 －

貸借対照表
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損　益　計　算　書

（平成28年９月１日から
平成29年８月31日まで）

（単位：千円）

売 上 高 5,455,350

売 上 原 価 3,684,132

売 上 総 利 益 1,771,217

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 942,580

営 業 利 益 828,637

営 業 外 収 益 228,892

営 業 外 費 用 1,234

経 常 利 益 1,056,295

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 389

投 資 有 価 証 券 売 却 益 104,880 105,269

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 506 506

税 引 前 当 期 純 利 益 1,161,058

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 363,661

法 人 税 等 調 整 額 △2,243 361,418

当 期 純 利 益 799,640

－ 17 －

損益計算書
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年10月24日

ミクロン精密株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 髙 嶋 清 彦 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 鈴 木 和 郎 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ミクロン精密株式会社の平成28年９月1日から平成

29年８月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主

資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的

な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監

査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に

基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算

書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び

その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す

ることが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ミクロン精密株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び

損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 18 －

連結計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年10月24日

ミクロン精密株式会社
取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 髙 嶋 清 彦 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 鈴 木 和 郎 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ミクロン精密株式会社の平成28年９月１日か

ら平成29年８月31日までの第58期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変

動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ

の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計

算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用

することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細

書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の

基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること

を求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重

要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意

見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手

続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま

た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 19 －

計算書類に係る会計監査報告
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成28年９月１日から平成29年８月31日までの第58期事業年度の取締役の

職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を

作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(１)監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果

について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(２)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等

に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査

の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要

な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、

子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社か

ら事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保

するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の

整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制

システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的

に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証

するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて

説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す

るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理

基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。

－ 20 －

監査役会の監査報告
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連

結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）

について検討いたしました。

２．監査の結果

(１)事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実

は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘

すべき事項は認められません。

(２)計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(３)連結計算書類の監査結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年10月24日

ミ ク ロ ン 精 密 株 式 会 社 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 工 藤 吉 嗣 

社 外 監 査 役 今 田 隆 美 

社 外 監 査 役 鈴 木 辰 雄 

以　上

－ 21 －

監査役会の監査報告
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　当社は、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、業績、配当

性向等を総合的に勘案のうえ、安定した配当を継続して実施していくことを利益配分の基本方針

としております。

　この方針に基づき、期末配当金につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

（１）配当財産の種類

金銭といたします。

（２）配当財産の割当てに関する事項及びその総額

普通配当１株当たり45円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当金の総額は92,626,110円となります。

（３）剰余金の配当が効力を生じる日

平成29年11月24日といたしたいと存じます。

－ 22 －

剰余金処分議案
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第２号議案　取締役８名選任の件

　取締役全員（８名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役

８名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
並 び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

１
さかき

榊
ばら

原
けん

憲
じ

二
(昭和33年８月24日生)

昭和60年１月　当社入社

昭和63年６月　Micron-U.S.A., Inc.

Vice President

平成11年５月　Micron-U.S.A., Inc. President

平成11年６月　当社取締役

平成16年２月　当社常務取締役

平成17年２月　Micron-U.S.A., Inc.

Chief Executive Officer（現任）

平成18年２月　当社専務取締役

平成21年２月　当社代表取締役社長（現任）

平成23年３月　Micron Machinery (Thailand) Co., Ltd.

President（現任）

99,890株

２
さかき

榊
ばら

原
 

　
まこと

誠
(昭和34年７月19日生)

昭和57年３月　当社入社

平成13年８月　当社製造部長

平成16年２月　当社取締役　製造部長

平成22年１月　当社取締役　設計部長

平成27年12月　当社取締役　調達本部長（現任）

28,410株

３
さ

寒
が

河
え

江
 

　
も

茂
へ

兵
え

衛
(昭和31年８月７日生)

昭和52年３月　当社入社

平成14年６月　当社営業部長

平成16年２月　当社取締役　営業部長

平成18年12月　当社取締役　技術部長

平成27年12月　当社取締役　技術本部長（現任）

30,620株

４
よし

吉
の

野
 

　
やすし

靖
(昭和33年７月24日生)

昭和54年３月　当社入社

平成14年６月　当社技術部長

平成16年２月　当社取締役　技術部長

平成18年12月　当社取締役　製造部長

平成27年12月　当社取締役　生産本部長（現任）

22,840株

－ 23 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
並 び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

５
よし

善
もと

本
じゅん

淳
いち

一
(昭和39年１月９日生)

平成13年10月　当社入社

平成18年６月　当社製造本部長付部長

平成18年12月　当社営業部長

平成19年２月　当社取締役　営業部長

平成23年２月　Micron-U.S.A., Inc. Director（現任）

平成23年３月　Micron Machinery (Thailand) Co., Ltd. 

Director（現任）

平成27年12月　当社取締役　営業本部長（現任）

13,700株

６
えん

遠
どう

藤
まさ

正
あき

明
(昭和39年４月11日生)

昭和63年４月　当社入社

平成14年６月　当社総務部　経理課　課長

平成18年12月　当社管理部　次長

平成23年12月　当社調達部　次長

平成25年２月　当社監査役

平成26年11月　当社取締役　管理部長

平成27年12月　当社取締役　管理本部長（現任）

11,300株

７
おお

大
みや

宮
まさ

正
のり

則
(昭和42年６月９日生)

昭和61年４月　当社入社

平成17年12月　当社技術部　技術１課　課長

平成24年６月　当社営業部　次長

平成27年12月　当社製造部　部長

平成28年９月　当社技術部　部長

平成28年11月　当社取締役　技術部長（現任）

9,500株

８

※
おし

押
の

野
まさ

正
のり

德
(昭和33年５月17日生)

昭和59年10月　監査法人中央会計事務所入所

昭和63年９月　公認会計士登録

平成２年１月　太田昭和監査法人（現新日本有限責任監査

法人）山形事務所入所

平成９年５月　同法人　社員

平成23年７月　新日本有限責任監査法人山形事務所　所長

平成29年６月　同法人　退職

平成29年７月　押野正德公認会計士事務所　所長（現任）

―株

（注）１.※印は、新任の取締役候補者であります。

２.各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

３.押野正德氏は、新任の社外取締役候補者であります。なお、当社は、押野正德氏を東京証券取引所の定

めに基づく独立役員として同取引所に届け出る予定であります。

４.押野正德氏を社外取締役候補者として選任した理由

公認会計士として永年にわたり多くの企業を監査してきた経験を活かし、当社経営に対する客観的な助

言や監督をしていただけるものと判断し、社外取締役として選任をお願いするものであります。

－ 24 －

取締役選任議案
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第３号議案　取締役に対する株式報酬等の額及び内容決定の件

１．提案の理由及び当該報酬を相当とする理由

　当社の取締役（社外取締役を除きます。以下も同様です。）の報酬は、「基本報酬」、「賞与」

により構成されていましたが、本議案は、新たに取締役に対する株式報酬制度（以下「本制度」と

いいます。）を導入することについてご承認をお願いするものです。なお、その詳細につきまして

は、後記２．の枠内で取締役会にご一任いただきたいと存じます。

　本制度は、当社の株式価値と取締役の報酬との連動性をより明確にし、取締役が株価上昇による

メリットを享受するのみならず株価下落リスクをも負担し、株価の変動による利益・リスクを株主

の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを

目的としております。

　具体的には、平成24年２月24日開催の第52期定時株主総会においてご承認いただきました取締役

の報酬の限度額（年額200,000千円以内。但し、使用人分給与は含みません。）とは別枠で、新たな

株式報酬を、平成30年８月末で終了する事業年度から平成34年８月末で終了する事業年度までの５

年間（以下「対象期間」といいます。）に在任する当社の取締役に対して支給する旨のご承認をお

願いするものです。

　なお、第２号議案「取締役８名選任の件」が原案どおり可決されますと、本株主総会終結の時点

において、本制度の対象となる取締役の員数は７名となります。

２．本制度における報酬等の額・内容等

（１）本制度の概要

　本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下「本信託」といいます。）が当

社株式を取得し、役位等に応じて当社が各取締役に付与するポイントの数に相当する数の当社株式

が本信託を通じて各取締役に対して交付されるという、株式報酬制度です。なお、取締役が当社株

式の交付を受ける時期は、原則として取締役の退任時です。その他、本制度の骨子につきましては、

後記【ご参考】をご参照下さい。

（２）当社が拠出する金銭の上限

　本信託の当初の信託期間は約５年間とし、当社は、本制度により当社株式を取締役に交付するの

に必要な当社株式の取得資金として、当該信託期間中に、金336,000千円を上限とする金銭を対象期

間中に在任する取締役に対する報酬として拠出し、一定の要件を満たす取締役を受益者として本信

託を設定します。本信託は、当社が信託した金銭を原資として、当社株式を当社の自己株式の処分

による方法又は取引所市場（立会外市場を含みます。）を通じて、取得します。

　注：当社が実際に本信託に信託する金銭は、前記の当社株式の取得資金のほか、信託報酬、信託

管理人報酬等の必要費用の見込み額を合わせた金額となります。

－ 25 －

取締役に対する株式報酬等の額及び内容決定の件
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　なお、信託期間の満了時において、当社の取締役会の決定により、信託期間を延長し（当社が設

定する本信託と同一の目的の信託に本信託の信託財産を移転することにより実質的に信託期間を延

長することを含みます。以下も同様です。）本制度を継続することがあります（以後、延長後の信

託期間の満了時においても同様です。）。この場合、当社は、延長した信託期間内に、本制度によ

り取締役に交付するのに必要な当社株式の追加取得資金として、信託期間の延長年数に金67,200千

円を乗じた金額を上限とする金銭を本信託に追加拠出します。また、この場合には、かかる本制度

の継続・信託期間の延長に応じて対象期間を延長し、延長された信託期間内に後記（３）①のポイ

ント付与及び後記（４）の当社株式の交付を継続します。

　但し、前記のようにポイント付与を継続しない場合であっても、信託期間の満了時において、既

にポイントを付与されているものの未だ退任していない取締役がある場合には、当該取締役が退任

し当社株式の交付が完了するまで、本信託の信託期間を延長することがあります。

（３）取締役に交付される当社株式数の算定方法と上限

①取締役に対するポイントの付与方法及びその上限

　当社は、当社取締役会で定める株式交付規程に基づき、各取締役に対し、信託期間中における同

規程に定める日に、役位等に応じたポイントを付与します。

　但し、当社が取締役に付与するポイントの総数は、１事業年度当たり28,200ポイントを上限とし

ます。

②付与されたポイントの数に応じた当社株式の交付

　取締役は、前記①で付与を受けたポイントの数に応じて、後記（４）の手続に従い、当社株式の

交付を受けます。

　各取締役に交付すべき当社株式の数は、当該取締役に付与されたポイント数に1.0（但し、当社株

式について、株式分割・株式併合等、交付すべき当社株式数の調整を行うことが合理的であると認

められる事象が生じた場合には、かかる分割比率・併合比率等に応じて、合理的な調整を行いま

す。）を乗じた数とします。

（４）取締役に対する当社株式の交付

　各取締役に対する前記（３）②当社株式の交付は、各取締役がその退任時に所定の受益者確定手

続を行うことにより、本信託から行われます。但し、このうち一定の割合の当社株式については、

本信託内で売却換金したうえで、当社株式に代わり金銭で交付することがあります。また、本信託

内の当社株式について公開買付に応募して決済された場合等、本信託内の当社株式が換金された場

合には、当社株式に代わり金銭で交付することがあります。

【ご参考】（平成29年10月26日付「取締役に対する新たな株式報酬制度の導入に関するお知らせ」）

以　上

－ 26 －

取締役に対する株式報酬等の額及び内容決定の件
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株主総会会場のご案内略図

（会場）　山形県山形市蔵王上野578番地の２
当社　本社会議室（電話023－688－8111）
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蔵王温泉

ミクロン精密株式会社

東北中央自動車道
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（交通）
ＪＲかみのやま温泉駅よりタクシーで約15分
ＪＲ山形駅よりタクシーで約20分
ＪＲ山形駅より蔵王温泉行きバス(辰ノ口バス停下車正面)で約30分

地図




